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要旨

文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」が 2019 年度末

をもって終了した。全国 42 地域で繰り広げられた取組について一定の検証を行う必要が

あろう。地元就職率という KPI（Key Performance Indicator）に注目が集中しがちであ

るが，COC+事業を通して，学生の学修成果のほか，各地域に与えたインパクトは大きい

ものと考えられる。本稿では，山口大学が中心となった COC＋事業における地域人材育

成プログラム（やまぐち未来創生人材（YFL）育成プログラム）を考察材料に，地域人材

育成プログラムの開発・運営・成果を振り返り，若者の地元定着はもとより，多様な高等

教育機関が協働して同一のテーマに取り組んだ価値や今後の課題について考察する。
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1 はじめに 

文部科学省「地（知）の拠点大学による

地方創生推進事業（ COC ＋）」が 2019

年度末をもって終了した。全国 42 地域が

押しなべて類似の取組を進めた約 5 年間で

あった（図 1 参照）。その取組の成果と課

題について全体的検証が急がれるとともに，

各地域単位での検証も併せて必要である。  

本稿では，山口県内で，山口大学（以下

「本学」）が中心となって進めてきた「や

まぐち未来創生人材（YFL）育成プログラ

ム」（以下「YFL育成プログラム」）の実

図 1  COC ＋採択機関マップ（文部科学省高等教育局大学振興課 2016 ） 
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践を通して，学生がどのように育ったのか，

教員がどのように関わり意識変化できたの

か，さらには，大学自体の姿がどのような

変容を遂げたのかという観点から総括的考

察を行う。ここでは，その概略を要約すれ

ば，YFL育成プログラムという杭をやまぐ

ち地域に，本学に打ち込んだ意義は大きか

った。良い成果と今後の課題の両面の側面

を抱えながらも，履修証明プログラムの形

式をとり，全学横断的，かつ，文理横断的

に地域人材育成を目的とした教育プログラ

ムを開発できた経験は，本学にとって財産

になるはずである。また，この教育プログ

ラムの読替措置を取りながら，県内の他の

高等教育機関に横展開しようとした挑戦的

取組は課題が多かったにも関わらず，大学

間連携を通して地域人材育成プログラムを

育むという共通活動とその理解を高めた点

で価値があった。さらに，「地方創生」と

いう国家的課題を旗印に，高等教育機関だ

けでなく，地方公共団体が同一の課題意識

を持つ環境の中で，地元の企業・自治体・

NPO 等との連携科目開発が比較的円滑に

進み，大学間連携プラス地域連携を通した

地域人材育成のためのプラットフォームが

初めて確実に形成され始めたと言えよう。

本稿では，以上のような状況を踏まえな

がら，約 5 年間の「やまぐち未来創生人材

（YFL）育成プログラム」の教育効果・学

修成果のエビデンスを適宜示しながら考察

を行い，具体的な成果とともに，浮き彫り

になった課題について明らかにする。最後

に，今後の展望についても言及する。

2 YFL育成プログラムの構造 

2.1 「 COC 事業」から「 COC ＋事業」へ 

2000 年以降の我が国の高等教育政策では，

地域人材育成のための仕組みづくりを大学等

に要請する動きが段階的に行われてきた。そ

の象徴的な取組として， 2013 年度・ 2014

年度と続けて公募された「地（知）の拠点整

備事業（ COC: Center of Community ）」，

2015 年度に公募された「地（知）の拠点大

学による地方創生推進事業（ COC ＋）」が

ある。前者の COC 事業では単一又は複数の

高等教育機関主体で，地域志向科目を開発し

て，学ぶ側の学生の地域理解と教える側の教

員双方の地域貢献意欲の向上を目的する傾向

が強かったが，後者の COC ＋事業では高等

教育機関コンソーシアムが地元の自治体・企

業・ NPO などと連携した多様な事業協働機

関連携を通して，地域人材育成プログラムの

カリキュラムを開発して，地元就職率を高め

る内容に高度化した。

 各大学等は，それぞれの地域のリソースや

特徴を活かしながら，階層的カリキュラムを

構築し，全学生が何らかの形で受講できる環

境を整えた（図 2 参照）。この地域人材育成

プログラム構築のねらいは，「①地域人材育

成目標の設定」⇒「②階層的カリキュラムと

しての地域人材育成プログラムの開発」⇒

「③学修成果や就職支援（マッチング）」⇒

「④地元就職・定着（地元就職率増加）」と

いう好循環を創出することにあった。

図 2  富山大学 COC ＋地域人材育成プログ

ラムの事例
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2.2 履修証明プログラムとしての価値 

 COC ＋事業における地域人材育成プログ

ラム構築のPDCAサイクルとして，当該地域

人材育成プログラム履修という証を得て，地

元就職のための活動や支援を受けるという仕

組みづくりになっているケースがほとんどで

ある。すなわち，地域人材育成プログラムが

地元就職を目的とした履修証明プログラムの

体裁を取っているということである。 

 やまぐち地域で構築した「YFL育成プログ

ラム」でも， 3 年間のカリキュラムを履修し，

10 科目 12 単位を取得することで，「YFL

認定証」が授与される仕組みを整備した。特

に，表 1 に示すとおり，YFL育成プログラム

設計当初においては， 100 番科目及び 200 番

科目を共通教育科目の既存科目または一部科

目新設を通して対応し， 1 年次から 2 年次に

かけて受講する縦展開を図ったことが特徴で

ある。本学では，このような学部を横断した

履修証明プログラムの運営を組織的に初めて

体験した。YFL育成プログラムでは，以下に

掲げる 6 つの力を学修目標に掲げたコンピテ

ンシー・ベースのカリキュラム設計を行い，

サービスラーニング型・アントレプレナー型

の 2 類型を基軸とした科目構成を行った（林

2017 ）。 

①やまぐちの地域行政・経済，歴史を理解

し，活用できる力【やまぐちスピリット】 

②グローカルな視点で何事にも誠実に取り

組む力【グローカルマインド】 

③知的財産に関する情報を利活用してイノ

ベーションを起こす力【イノベーション

創出力】 

④多様な関係者と良好なコミュニケーショ

ンを保ちながら協働できる力【協働力】 

⑤主体性と行動力を持って課題を発見し，

これを解決できる力【課題発見・解決力】 

⑥専門知識を活かしてチャレンジすること

ができる力【挑戦・実践力】 

 

 また，学修成果の把握と可視化に当たって

は，企業経験のあるコーディネーターが中心

となってプログラムルーブリックを作成し，

チューニングを行った上で，実際に運用し，

学年ごとに 6 つの力の測定を行った。このこ

とを通して，学生自身の学修成果だけでなく，

各授業科目の到達目標の妥当性やカリキュラ

ムチェックに役立てることが可能となった。 

学生にとって学修の幅が広がる機会提供と

して評価されることは自明であるが，大学教

育の構造転換という観点から，副専攻的な地

域人材育成プログラムを既存のディシプリン

ベースの教育システムに埋め込んでいくとい

う作業・経験は，当該大学組織や教員意識に

少なからずインパクトを与えていることに注

視しなければならない。 

 

 

表 1  YFL育成プログラム設計時の既存科目との対応一覧  

3



2.3 文理横断教育プログラムとしての価値 

YFL育成プログラムの構造が与えた影響の

一つとして，地域人材育成を目標に，当該教

育プログラムが全学部横断的に提供されるこ

とで，文系・理系を問わず，一緒に学び合う

環境を創出できたということである。昨今，

強調されている，いわゆる文理横断教育プロ

グラムとしての価値があることをしっかりと

認識しておく必要がある。 100 番科目（座

学）， 200 番科目（フィールド学修科目），

300 番科目（課題解決型インターンシップ）

を通して，文理横断教育を実現している。

最近になって，大学教育における STEAM

教育 1) をキーワードとした文理横断教育が推

奨される時代となり，YFL育成プログラムで

の教育実践は，まさに文理横断プログラムと

しての価値があることを強調しておきたい。

ちなみに， 200 番科目のフィールド学修科

目で行った授業終了後の受講生アンケートに

おいて，他学部の学生とのフィールドワーク

や課題検討が新鮮で有意義であったという声

が毎年度一様に聞かれたことから，学ぶ学生

側からは文理横断教育が一定の価値があるも

のと感じていることに言及しておきたい。

3 山口大学YFL学生の傾向と学びによる成

長・就職

3.1 受講生の属性と様々な学修成果 

2016 年度から開始したYFL育成プログラ

ム受講生（以下，「YFL学生」）の 3 期生ま

での所属学部や出身県の内訳は表 2 のとおり

であり，山口県出身者の割合が当該年度入学

者における山口県出身者比率に比べてかなり

高いことが分かる。地元出身学生が地元への

就職希望からYFL育成プログラムにエントリ

ーする傾向が強いことのほか，人文学部や経

済学部の学生が初年次から地域活動や企業人

との交流などを経験したいということが表れ

た数字となっている。

既述のとおり，YFL育成プログラムは 3 年

間の階層的カリキュラムで構成されているが，

履修科目の大半を卒業要件内科目で措置しな

がら，自由エントリー制をとっているため，

学年が進むに従って，YFL育成プログラムを

離脱する学生が相当する発生してきたことも

事実であり， 2016 年度入学者である 1 期生

から 2018 年度入学者である 3 期生まで，同

様の離脱傾向が見られ，最終的な認定証資格

を得る学生は 30 名前後になっている。この

ような学年進行に伴う受講学生の推移を示す

ことを意図して，表 2 を掲載していることを

申し添えておく。

表 2  山口大学YFL育成プログラム履修 

選択者の傾向

注：上記の数字は、 2020 年 2 月現在。 

YFL履修者数には、国際総合科学部生を

含まない。

3.2 YFL 学生 1 年次の傾向 

YFL育成プログラムは，当初，副専攻的な

形でカリキュラム構成したため， 1 年次は，

4 月入学当初のYFLオリエンテーションを受

講して，履修希望を決める形式をとった。こ

のため，受講を決めた 1 年次の動機は個人差

があるとは言え，非常に高いものであった。

それを表すデータとして，表 2 がある。本学

では， 2014 年度に採択された「文部科学

省・大学教育再生加速プログラム（ AP ）」

では，株式会社リアセック・河合塾が共同開

発した汎用的能力テスト（PROG：Progress 

Progress Report on Generic Skills ） 2) を全
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1 年次・ 3 年次に義務付けたため，PROGテ

ストのうち，コンピテンシーテスト結果を活

用して，YFL学生と非YFL学生との汎用的能

力の比較を行ったのが表 3 である。YFL育成

プログラムの学生受入れが進むにつれてその

傾向が少し変わっていくが，YFL学生 1 期

生・ 2 期生の対人基礎力の高さ，特に集団内

での統率力が高さに有意差が見られる。 2 期

生・ 3 期生では，いろいろな環境に適応でき

る親和力の高さに有意差が見られる。

このように， YFL1 年次の傾向として，

YFL育成プログラムを受講希望した段階で，

強い動機と高い基礎力を持った学生が集まっ

てきていることが分かる。

3.3 YFL 学生の成長度合 

YFL育成プログラムでは，YFLの６つの力

を学修目標としたカリキュラムマップにより

当該カリキュラムを設計している。また，

「YFLの 6 つの力のルーブリック」（プログ

ラムルーブリック）を作成し，学生個人の

「YFLの 6 つの力」の達成度について，学生

自己評価により毎年度測定・把握している。

なお，個々の授業科目レベルでは， 200 番科

目（フィールド学修科目）の学修評価におい

て，事前学修から事後学修を通したプロセス

評価や学修成果物に基づくアウトプット評価

により，定量的・定性的に学修成果を分析・

評価する枠組を確立してきた。また，PBI

（ Project-Based Internship ）科目（課題解

決型インターンシップ）の学修評価において，

インターンシップ先での記録やレポート，さ

らには，最終成果発表を通して多角的に評価

する仕組みを構築してきた。プログラムルー

ブリックを活用した「YFLの６つの力」の達

成度について， YFL2 期生・ 3 期生の結果を

まとめたのが図 3 ・ 4 である。YFLの 6 つの

力が確実に伸びており，学生の地元志向を示

す「やまぐちスピリット」のほか，「協働力」

「挑戦・実践力」が大きく伸びている。一方，

「グローカルマインド」の伸びが， 3 期生で

は多少向上が見られるものの，相対的に低い

表 3  YFL学生 1 年次（ 1 ～ 3 期生）のPROGコンピテンシーテスト結果の傾向

注：PROGコンピテンシーテストは 7 段階評価。 **p<0.01, *p<0.05
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傾向である。 

約 4 年間のYFL育成プログラムの開発・運

営を通して，YFL学生がフィールド学修や課

題解決型インターンシップを通して，他者

（違う学部の学生や地域の社会人）との協働

力を高め，新しいことに挑戦・実践する力を

身に付けていることを実感している。その一

方で，YFL育成プログラム自体が，やまぐち

地域を知る・触れるということに特化したた

めの一定の閉鎖性が生じたという反省が生ま

れている。この反省は，YFLの 6 つの力のう

ち「グローカルマインド」の育成に力点を置

けなかったことである。また，表 2 でも明ら

かになったように，地元志向の強い山口県出

身の学生が受講希望し，プログラム残留率が

高いことから，この点からもYFL育成プログ

ラムにおける一定の閉鎖性という課題が浮き

彫りになった。このような課題を糧に，「外」

から（やまぐち）地域を見る視点を養う学修

機会の設定を適度に設けることで，当該地域

人材育成プログラムの価値はさらに高まると

考えられる。  

 

3.4 COC＋事業を通した地元就職率の状況 

 COC ＋事業により新たに開発された地域

人材育成プログラムの最終目標は，地元就職

 
          図 3  YFL2 期生の「YFLの６つの力」の達成度 
 

 
          図 4  YFL3 期生の「YFLの 6 つの力」の達成度 

やまぐちスピリット グローカルマインド イノベーション創出⼒ 協働⼒ 課題発⾒・解決⼒ 挑戦・実践⼒

100番科⽬（N=61） 1.72 1.66 1.82 2.34 1.82 2.11

200番科⽬事前（N=36） 2.06 1.67 1.97 2.39 1.83 2.03

200番科⽬事後（N=36） 2.81 1.94 2.92 2.86 2.72 2.75

300番科⽬終了時（N=26） 2.92 2.15 2.88 3.38 2.85 3.19
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率の増加ということであった。学生の就職状

況が，社会の景気動向等の外的要因にも大き

く作用されることから，地域人材育成プログ

ラム開発を通して短期間にその効果を発揮す

ることは極めて難しいわけであるが， COC

＋事業終了時の状況として，その概略をまと

めておきたい。

本学が代表校を務めた COC ＋事業に参画

した 12 高等教育機関（大学・短大・高専）

の地元就職率は， 2014 年度の 33.07 ％に対

して， 2018 年度の 33.08 ％と大きな変化が

見られなかった。しかし，事業協働機関に参

画する企業数が 2015 年度の 18 社から

2019 年度の 136 社と全国最大規模となるこ

とで，事業協働機関（企業）への就職者数が

微増傾向（ 2015 年度： 131 名⇒ 2018 年

度： 168 名）となり，採用企業の広がり

（ 2015 年度： 58 社⇒ 2018 年度： 69 社）

が見られる。また，本学における山口県・広

島県・福岡県をエリアとした就職率は上昇傾

向（ 2014 年卒業生：46.0％⇒ 2018 年卒業

生：49.8％）にある。 

 以上のように，長期的な展望に期待すれば，

地元就職率という短期的な指標よりも，事業

協働機関とのネットワーク基盤が拡充し，強

化されることが大事であり，その点において，

COC ＋事業を通した地域人材育成の取組成

果は評価されて良いように感じる。

3.5 YFL 育成プログラムから広がる学修成果 

YFL育成プログラムを通した学生の学修成

果として，既述してきた正課授業による学修

成果だけでなく，多様な学部生が集うことで，

正課外活動におけるYFL学生同士の学び合い

が促進され，数々の成果が生まれた。

まず，商品開発・企画実現では，あさひ製

菓（株）と連携した山口大学・山口県立大

学・宇部工業高等専門学校の学生によるスイ

ーツ商品開発が 2017 年度から継続的に行わ

れていて，販売された商品も好評を博してい

る。また，山口県健康増進課と連携した「や

まぐち健康応援学生サポーター」の学生提案

が事業化している。そのほか， 200 番科目の

フィールド学修での学生提案を契機に，正課

外活動として山口市・大殿地区での地域お祭

りイベントで複数の成功事例がある。

また，YFL学生による表彰・起業では，

YFL1 期生の 1 年生（当時）が山口県主催

「やまぐち政策アイデアコンテスト」で最優

秀賞を受賞したほか， 100 番科目「地域協働

型知識創造論」でのアイデア提案を活かして

萩市「ビジネスプランコンテスト」優秀賞を

受賞した事例や山口きらめき財団助成「地域

MIRAI サミット 2019 」代表申請者として

表彰された事例に加え， YFL1 期生の 1 年生

（当時）が「株式会社インターン」を起業す

るなど，地域社会に働きかける活発な活動と

成果を挙げている。

正課授業だけでなく，このような正課外活

動が活発になるにつれ，YFL学生と地域をつ

なぐラーニング・コミュニティが形成された

きた。代表的なものとしては，学生が企画運

営した「地域 MIRAI サミット」という合宿

プログラムがあり，大学・学部・学年が異な

る学生が混じり合い，かつ，講師に招かれた

地域の起業家等との意見交換を通して継続的

な交流が生まれている。また， 200 番科目

「サービスラーニング基礎（地域 × 大学生キ

ャリアサポートプロジェクト）」は，通称：

山口カタリ場として，現役学生と卒業生によ

る企画運営がなされ，大学・学部・学年が異

なる学生同士のピア・サポートを通して，地

域の高校生・中学生との交流が拡大している。

以上の様々な学修成果は，大学全体レベル

の地域志向強化や学位プログラムレベルの地

域課題解決学修の充実に影響を与えている。

4 YFL育成プログラムをテーマとした FD ・

SD ワークショップから見えてきたこと 

YFL育成プログラムの教育内容をより充実
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するために，「YFL委員会」と連携し， 3 つ

のレベルのファカルティ・ディベロップメン

ト（ FD ）を進めてきた。 3 つのレベルの

FD とは，レベルⅠ「担当教員ごとの日常的

な FD 」，レベルⅡ「授業成果報告会（ FD

ワークショップ）」，レベルⅢ「教職員・学

生・ステークホルダーによる対話型ワークシ

ョップ」である。COC+事業初年度の 2015

年度には，COC+参加の 12 高等教育機関が

YFL育成プログラムへの読替科目を確認し，

2016 年度から授業開講する体制を整えたほ

か，「YFLの 6 つの力」を可視化するプログ

ラムルーブリックを策定した。

COC ＋事業 2 年目以降，レベルⅡにあた

る「授業成果報告会（ FD ワークショップ）」

を毎年度開催し， 2017 年度からは，COC+

参加校全体におけるYFL育成プログラムの運

営改善と履修の徹底を図ることを目的に，

COC+参加校を対象とした開催（表 4 参照）

に取り組み， 2018 年 9 月に「ステークホル

ダー協働型 FD ・ SD ワークショップ」と題

し県東部（徳山大学）で， 2019 年 3 月に

「やまぐち地域への若者定着に向けて，学生

のために何が必要か，何が出来るか」と題し

県中央部（山口県立大学）で開催した。  

COC+参加の高等教育機関だけでなく事業

協働機関である企業及び地方自治体等のステ

ークホルダーと一緒になった対話を通して教

員の地域貢献意識の向上に寄与するとともに，

YFL育成プログラムに反映すべき成果物が当

該対話から数多く作成された。このほか，レ

ベルⅢにあたる「教職員・学生・ステークホ

ルダーによる対話型ワークショップ」につい

ては，毎年度末に開催した『地域共創フォー

ラム』において実践され，当該年度に実施さ

れたYFL育成プログラムに関する取組紹介や

教職員・学生・ステークホルダーを交えた情

報交換により，同プログラムの改善充実につ

なげた。

表 4  COC+事業 FD ・ SD ワークショップ

における対話のテーマと成果物

開 催 時 期 ・

会 場

対 話 の テ ー マ 対 話 に よ る

成 果 物

2018 年 3 月  
山 口 東 京 理

科 大 学

YFL 育 成 プ ロ

グ ラ ム に よ る

人 材 育 成 を 地

元 定 着 に 結 び

付 け る た め に

は

ポ ッ プ ・ ス

テ ッ プ ・ ア

ク シ ョ ン づ

く り

2018 年 9 月  
徳 山 大 学

ス テ ー ク ホ ル

ダ ー 協 働 に よ

る YFL 育 成 プ

ロ グ ラ ム と 地

元 定 着

カ ー ド ゲ ー

ム に よ る

COC+ 参 加 校

と ス テ ー ク

ホ ル ダ ー の

関 係 図 づ く

り

2019 年 3 月  
山 口 県 立 大

学

学 生 の た め ，

地 域 の た め の

YFL 育 成 プ ロ

グ ラ ム で あ る

た め に

学 生 発 表 と

ブ レ ン ス ト

ー ミ ン グ

2020 年 2 月  
山 口 大 学

COC+ 事 業 終

了 後 の 地 域 人

材 育 成 プ ロ グ

ラ ム に つ い て

考 え る

四 画 面 法 に

よ る 未 来 の

地 域 人 材 育

成 プ ロ グ ラ

ム づ く り

5 YFL育成プログラムが与えたインパクトと

今後の課題

杉谷祐美子ほか (2018)では，大学での人材

育成による地域社会への効用が不十分との分

析結果が示されているが，COC+事業 5 年間

で聞かれた主な声は「コミュニケーション不

足」という点であった。COC+事業での取組

を第一歩と考えるならば，山口県地域が初め

て経験した高等教育機関協働によるYFL育成

プログラム開発というチャレンジは，これか

らが肝心であり，この基盤をどう活かすかが

カギとなる。YFL育成プログラムで開発した

PBL・フィールド学修科目，「混ぜる教育」

「文理融合」「高度教養」といった多様な要

素をうまく活かしていく組織力が試される。

また，「外」を知って初めて「内」を知ると

いう仕掛けを地域人材育成に組み込むこと，

認定証（履修証明プログラム）の価値創出と

いう課題，学生と社会人が一緒に学ぶ教育プ

ログラム開発など，新たな発想と価値観が次

なる課題として見えてきた。
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 最後に，約 5 年間の取組を通して浮き彫り

になった点として，大学や教員が本当の意味

で変容を遂げられるかということを突き付け

られていることである。YFL育成プログラム

の価値について，既存の学部・学科，研究

科・専攻に所属する教員が十分に理解し，そ

の内容を受け入れたかというと未だ不十分で

ある。学部・学科，研究科・専攻という縦割

り組織の時代は終わり，社会のニーズにあっ

た教育プログラムを柔軟に組織し学生に提供

する時代に移り変わろうとしており，YFL育

成プログラムを開発・運用した経験を決して

無駄にすることなく，今後の新しい大学教育

をデザインしていく糧にしなければならない。 

 

（教学マネジメント室  副室長・准教授） 
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【注】 

1) STEAM は「Science, Technology, 

Engineering, Art, Mathematics」の略称であ

り，これら「各教科での学習を総合的に実社

会での課題解決に生かすことができる人材」

の育成を大学教育で目指す必要性が『国立大

学法人の戦略的な経営実現に向けて～社会変

革を駆動する真の経営体へ～（最終とりまと

め）』（国立大学法人の戦略的経営実現に向

けた検討会議 ,2020.12）などの最近の政策文

書に謳われている。 

2) PROGとは，専攻・専門に関わらず，大

卒者として社会に求められる汎用的な能力・

態度・志向を測定し，育成するに開発された

テストである。「リテラシーテスト」とコン

ピテンシーテスト」で構成されている。前者

では，知識を活用し問題を解決する能力であ

るリテラシーを，「情報収集力」「情報分析

力」「課題発見力」「構想力」という，問題

解決のプロセスに不可欠な 4 つの要素で測

定・評価する。後者では，自分を取り巻く環

境に働きかけ対処する力であるコンピテンシ

ーを，「対課題」「対人」「対自己」の３領

域に分け，客観的な評価が取得可能な手法を

用い，測定・評価する。
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